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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成２７年１月１４日（平成２７年（行情）諮問第７号） 

答申日：平成２８年６月１３日（平成２８年度（行情）答申第１２０号） 

事件名：平成２５年度に特定労働局に報告された熱中症に係る災害調査復命書

の一部開示決定に関する件 

  

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   「神奈川労働局管内の各労働基準監督署で実施した熱中症（疑いのある

ものを含む。）に係る災害調査復命書のうち，平成２５年度に神奈川労働

局に報告されたもの。」（以下「本件対象文書」という。）につき，その

一部を不開示とした決定について，審査請求人が開示すべきとし，諮問庁

がなお不開示とすべきとしている部分については，別表２の４欄に掲げる

部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく本件対象文書の開示請求に対し，神奈川労働局長（以下

「処分庁」という。）が平成２６年８月１４日付け神行開第２６－２５号

で行った一部開示決定（以下「原処分」という。）の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

   ア 法５条１号により不開示とされた部分のうち，個人の氏名，住所を

除く部分についての開示を求める。 

    理由 

     個人の氏名，住所が不開示であれば，その他の部分については，開

示しても特定の個人を識別することはできないので，法５条１号の

情報には該当しない。 

   イ 法５条２号イにより不開示とされた部分のうち，事業場の名称，所

在地を除く部分についての開示を求める。 

    理由 

     事業場の名称，所在地が不開示であれば，事業場を特定することは

できないので，その他の部分については，開示しても当該法人等の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれはない。した
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がって，その他の部分は法５条２号イの情報には該当しない。 

   ウ 法５条６号柱書きにより不開示とされた部分についての開示を求め

る。 

    理由 

     本件文書は，労働基準監督官等が労働災害に関する調査を行った際

の復命書であるが，これは労働安全衛生法９１条１項に規定する労

働基準監督官の権限に基づいて実施されたものであり，調査に応じ

ない場合は同法１２０条４号により罰則が定められているものであ

る。したがって，法５条６号柱書きの「監査，検査，取締り（中略）

に係る事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ」は法制

度上存在せず，公表によって災害調査への協力が得られなくなるな

どということはあり得ないものである。法５条６号柱書きに該当す

るとした処分庁の主張は理由がないものである。 

   エ 法５条６号イにより不開示とされた部分についての開示を求める。 

    理由 

     処分庁は不開示の理由として「労働基準監督機関の法令違反等の基

準が明らかになり」としているが，「法令違反等の基準」とは，何を

意味しているのか不明である。法令違反になるか否かは，法令の条

文及び公開されている解釈例規に基づいて判断されるべきものであ

る。処分庁の主張は理由がないものである。 

   オ 不開示とされた個別の項目についての意見 

     次の事項については，開示されるべきである。 

    ① 災害発生年月日時 

    ② 所定労働時間 

    ③ 労働者数 

④ 被災者の年齢，職種，経験年数，勤務年数，出稼ぎ・一般の別 

⑤ 発生状況，原因等の概要 

⑥ 災害発生状況の詳細 

理由 

① 本件については，個人の氏名，住所の開示を求めていないので

あるから，上記各項目を開示することによって特定の個人が識別さ

れることはない。 

② 本件については，事業場の名称，所在地の開示を求めていない

ので，上記各項目は「公にすることにより，当該法人等又は当該個

人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある」

情報には該当しない。 

③ 上記各項目は，法５条６号柱書き及びイに該当しない。その理

由は上記ウ及びエのとおりである。 
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（２）意見書 

  ア 意見の前提について 

    審査請求人は個人の名前，住所及び事業場の名称，所在地の開示を

求めていないので，個人及び事業場が特定されることはない。 

  イ 意見 

    本件対象文書について，労働者数（本件対象文書１の４，２の３及

び３の３）は開示されるべきである。 

  ウ 理由 

  （ア）労働者数を公にしても，それによって事業が特定されることはな

いので，当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれはない。したがって，法５条２号の不開示情報には該当し

ない。 

  （イ）法５条６号柱書きによって保護されるべき情報は，実質的なもの

であり，「おそれ」についても法的保護に値する蓋然性が要求され

るものである。 

     労働者数は単なる事実であり，開示することによって，関係者の

信頼関係を損なうものではなく，法５条６号柱書きには該当しない。 

     また，神奈川労働局は平成２５年に発生した死亡災害について，

一定の範囲（例：１ないし９名）を示して労働者数を開示しており，

労働者数を不開示とする理由は存在しないものである。 

   （ウ）安全管理者の選任の要否のように，労働者数によって法適用の

有無が決まることはあるが，法令違反や司法処分の措置基準とは

無関係なものであり，法５条６号イには該当しない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）本件審査請求の経緯 

本件審査請求は，審査請求人である開示請求者が，平成２６年６月１

７日付けで行った本件対象文書の開示請求に対し，処分庁が行った原処

分を不服として，平成２６年１０月１０日付けをもって提起されたもの

である。 

（２）諮問庁としての考え方 

   本件審査請求に関し，原処分において，法５条１号，２号，６号柱書

き及びイに該当するとして不開示とした情報のうち，下記（３）エに掲

げる部分については，諮問に当たり新たに開示することとするが，その

余の部分については，不開示を維持することが妥当である。 

（３）理由 

ア 本件対象文書の特定について 

    本件は，神奈川労働局管内の各労働基準監督署で災害調査を実施し，
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平成２５年度に神奈川労働局に報告された熱中症（疑いのあるものを

含む。）に係る災害調査復命書の開示を求めるものであり，別表１

（後に提出された別表２により一部内容が修正されたため，添付を省

略する。）に掲げる対象文書１ないし３の文書が対象である。 

   イ 災害調査及び災害調査復命書について 

  （ア）災害調査について 

     災害調査は，死亡災害又は重大災害等の重篤な労働災害が発生し

た場合に，同種災害の再発を防止するため，労働安全衛生法（昭和

４７年法律第５７号。以下「安衛法」という。）に規定される職権

に基づき，関係者らの任意の協力の下で，調査担当者（労働基準監

督官，産業安全専門官等）が労働災害を構成した機械等の起因物の

不安全な状態，労働者の不安全な行動等の労働災害の発生原因を究

明し，これらの原因を是正する方法を決定するまでの一連の事務で

あり，また調査を通じて確認した法違反等に対して行政としてどの

ような措置を行うのか決定している。 

     災害調査の目的は，災害発生原因の究明及び再発防止対策の樹立

であり，調査担当者は，当該災害に関して安衛法等の法違反の有無

だけでなく，関係者，使用機械，作業形態，管理体制等の人的要因，

物的要因，労働環境等を詳細に見分・調査し，その調査結果から災

害発生原因を解き明かし，当該災害が発生した事業場における，実

効ある再発防止対策を検討することである。 

     調査時には，調査担当者が実際に災害発生現場に立ち入り，災害

発生現場に保存された災害発生状況について直接見分し，それらを

文章・図面・写真等に記録する。災害発生状況が現場等に保存され

ておらず，見分できなかった部分，災害発生に至るまでの背景等に

ついては，災害発生前後に発生現場周囲にいた関係者から当時の様

子や通常の作業環境等を聴取し，災害発生状況を的確に把握するも

のである。 

     上記のとおり，実効ある災害調査の実施のためには，災害調査実

施時における，調査担当者と関係者との相互の信頼関係を前提にし

て，任意の協力により，多数の関係者から迅速かつ正確な事実の説

明や関係資料の提供を受けること，災害発生当時の作業内容・方法

等が明らかにされること，事故現場の保全等の協力を得ること等が

必要である。 

  （イ）災害調査復命書について 

     上記（ア）のとおり実施された災害調査については，調査担当者

が，調査結果及び原因と対策，これらを踏まえた上での行政上の措

置に係る所見について，災害調査復命書に取りまとめ，その所属す
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る労働基準監督署長に復命し，当該災害に係る行政機関としての措

置について，その要否等を伺う。 

災害調査復命書には，災害発生状況について，例えば調査事実を

項目ごとや，時系列的に整理し，また，調査事実をそのまま記載す

るのではなく，場合によっては調査担当者の分析・評価を加えた形

で記載するなど，災害発生状況が詳細に記載されている。そして，

このような災害発生状況から分析・検討した災害発生原因と再発防

止策が，その分析・検討の過程を含めて記載されている。労働基準

監督署長は，当該災害を発生させた事業場，あるいは同種災害を発

生させるおそれのある事業場に対する調査担当者の行政指導等の案

の確認のみを行うのではなく，このような災害発生状況の詳細，災

害発生原因・再発防止策，行政上の措置案等を併せ見ることによっ

て，調査担当者の調査事実・思考過程にいたるまで災害調査復命書

と通じて確認し，当該災害に係る行政指導の要否等について総合的

に，かつ的確に判断することとなる。 

このように災害調査復命書は，労働基準監督署において，個別の

労働災害に係る行政指導のみならず，労働基準監督署における同種

災害を防止するための施策を決定するための資料として使用される。

また，必要に応じ，当該復命書の写しが，都道府県労働局を通じて

厚生労働省本省に送付され都道府県労働局や厚生労働省本省では，

当該復命書の内容を更に検討し，同種災害に係る労働局管内の，又

は全国斉一的な労働災害防止に係る種々の施策や，法令改正等各種

の施策を検討するための基礎資料として活用される。 

このように災害調査復命書は，実効ある労働安全衛生行政を推進

する上で最も重要な資料となっている。 

  （ウ）災害調査復命書の構成 

     災害調査復命書は，本体及び添付書類（図面，写真等）から構成

されている。 

     本体部分には，主に災害調査を実施した事業場に関する事項，被

災労働者に関する事項，災害の内容に関する事項，災害原因と再発

防止対策に関する事項，その他調査結果に関する事項等が記載され

ており，添付資料としては，災害発生現場の状況を示した見取図，

写真等が添付されている。 

ウ 不開示情報該当性について 

  （ア）法５条１号該当性について 

     別表１に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，６ないし１

１，１３，１５，１９，２３，２４，２６ないし３１及び３３ない

し３７の不開示部分，対象文書２の１，２，６ないし１１，１３，
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１５，１６，１８，２０，２３ないし２６，２８及び３１の不開示

部分並びに対象文書３の１，２，４ないし８，１２，１３，１５及

び１７ないし２９の不開示部分には，審査請求人が開示を求めてい

ない個人の氏名とともに，本件労働災害における被災者，当該事業

場の関係者等の個人に関する情報であって，特定の個人を識別する

ことができるもの又は特定の個人を識別することはできないが，公

にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの

が記載されており，これらの情報は，法５条１号の不開示情報に該

当し，かつ，同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しないた

め，不開示とすることが妥当である。   

（イ）法５条２号イ該当性について 

     別表１に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，５，８ない

し１１，１３，１５，１７ないし２５，２７ないし３１及び３３な

いし３７の不開示部分，対象文書２の１，２，５，６，８ないし１

１，１３，１５，１６，１８ないし２１，２３，２５，２６，２９，

３０及び３２ないし３９の不開示部分並びに対象文書３の１ないし

３，５ないし８，１１ないし１３，１５，１７ないし２７，２９の

不開示部分には，本件労働災害の災害発生事業場及び当該事業場の

事業を遂行するにあたっての内部情報が記載されており，これらが

公にされた場合，重篤な労働災害を発生させたこと，あるいは，労

働関係法令の違反があることが推認されることによって，当該事業

場に対する信用を低下させ，取引関係や人材確保の面において同業

他社との間で競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ことから，これらの情報は，法５条２号イに該当するため，不開示

とすることが妥当である。 

（ウ）法５条６号柱書き該当性について 

     別表１に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，５ないし３

１及び３３ないし３７の不開示部分，対象文書２の１，２，５ない

し２１，２３ないし２６及び２８ないし３９の不開示部分並びに対

象文書３の１ないし２９の不開示部分には，本件労働災害で実施し

た災害調査で明らかにされた調査事項等が記載されている。 

     災害調査の目的を達成するためには，多数の関係者から，事実関

係の説明，関係資料の提供，事故現場の保全・再現等について，理

解と協力を得ることが必要不可欠であり，仮に，このようにして入

手した情報が公にされることになれば，このような信頼関係は失わ

れ，労働基準行政機関が労働災害発生原因の究明に必要とする情報

が十分に得られなくなるおそれがあることから，これらの情報は，

法５条６号柱書きに該当するため，不開示とすることが妥当である。    
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（エ）法５条６号イ該当性について 

     別表１に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，５ないし３

１及び３３ないし３７の不開示部分，対象文書２の１，２，５ない

し２１，２３ないし２６及び２８ないし３９の不開示部分並びに対

象文書３の１～２９の不開示部分には，再発防止対策に関する事項，

その他調査結果に関する事項について，それぞれ詳細に記載されて

いる。 

     仮に，上記の不開示部分が公にされることになれば，災害調査の

具体的な調査項目等が明らかとなることに加えて，労働安全衛生法

等の具体的な違反条項とそれに対応する個別・具体的な行政措置と

の関係が明らかとなり，労働基準行政機関の法令違反等に伴う措置

基準自体が推知されるおそれがある。 

     その結果，司法処分といった峻厳な措置がなされる可能性がある

法違反についてはその事実を隠蔽し，逆に，是正勧告書の交付に留

まる法違反についてはその改善が懈怠されるおそれ及び，労働基準

行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若

しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそ

れがあることから，これらの情報は，法第５条第６号イに該当する

ため，不開示とすることが妥当である。 

エ 新たに開示する部分について 

    別表１に記載した情報のうち，対象文書１の２（「６ 安全衛生責任

者職氏名」を除く。），３，４，５のうち１文字目ないし４文字目，６

（発生時間のうち「分」の数字部分を除く。），７のうち「職種」，８

（「発生状況，原因等の概況」欄の１行目１１文字目，１３文字目及

び１４文字目，２９文字目ないし３２文字目，３４文字目ないし３８

文字目及び２行目２２文字目ないし２６文字目並びに６行目４６文字

目，４８文字目ないし４９文字目，５１文字目及び７行目２文字目及

び３文字目を除く。），１０のうち７頁２１行目１文字目，２文字目及

び１６文字目ないし１８文字目並びに８頁１行目２７文字目ないし２

９文字目，１１のうち１０頁１８ないし２２行目及び２５～２７行目

及び１１頁１ないし１２行目，１３のうち「殿」の部分，１５のうち

「殿」の部分，２６のうち死亡診断書の「傷害が発生したとき」のう

ち「日」の数字部分及び「手段及び状況」欄，２７のうち「⑩負傷又

は発病月日」及び労働基準監督署名，２８のうち「⑦傷病年月日」，

３２の各項目を新たに開示する。 

また対象文書２の２（「４ 作業指揮者職氏名」を除く。），３，４， 

５のうち１文字目ないし３文字目，６（「発生年月日時」のうち「分」

の数字部分を除く。），７のうち年齢，８（「発生状況，原因等の概況」
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欄の１行目１２文字目ないし１４文字目，１６文字目ないし１７文

字目，２３文字目ないし２５文字目及び２行目７文字目ないし１４

文字目及び３行目３文字目及び５行目２２文字目ないし２３文字目

及び７行目２３文字目，２４文字目，２８文字目，３０文字目，３

３文字目，３７文字目ないし３９文字目，４１文字目及び４２文字

目を除く。），１０のうち６頁２２行目２７文字目ないし３０文字目，

１１のうち１０頁１７行目，１８行目，２１ないし２７行目及び１

１頁１ないし１３行目，１６のうち「殿」の部分，２２の「発生日

時」欄のうち「日」の数字部分及び「生年月日」欄のうち被災者年

令部分及び「被災地の場所」欄のうち「横浜市」の部分及び「災害

発生状況及び原因」欄のうち１行目４文字目ないし９文字目，２４

の「四死亡の原因」欄のうち項目名「発病（発症）又は受傷から死

亡までの期間」の印影以外の部分及び「六外因死の追加事項」欄の

うち傷害発生日時の「日」の数字部分並びに「傷害が発生したとこ

ろの種別」欄の「横浜市」の部分，２７，３０のうち「委託名」欄

の５文字目ないし２３文字目の各項目を新たに開示する。 

さらに対象文書３の２（「６ 安全衛生責任者職氏名」を除く。），３ 

の１文字目ないし３文字目，５の１行目２３文字目ないし２５文字

目，７のうち６頁２１行目，２２行目及び２４行目１６文字目ない

し１８文字目並びに７頁１５行目４文字目ないし６文字目及び３５

文字目ないし３７文字目並びに１７行目８文字目及び９文字目，８

のうち１１頁８行目１７文字目，１８文字目及び２７行目５文字目

ないし７文字目並びに１７頁２３ないし２６行目並びに１８頁３な

いし１９行目，１０のうち１行目及び３行目及び７なし９行目，１

３のうち「殿」の部分，１５のうち「殿」の部分，２２のうち死亡

届の「死亡したとき」欄及び死体検案書の「傷害が発生したとき」

欄，３０ないし３２の各項目を新たに開示する。  

オ 本来不開示とするべき情報について 

  （ア）被災者の年齢については，本来は氏名等と一体として，当該被害

者の個人に関する情報であって，法５条１号の不開示情報に該当す

るものであるが，対象文書２においては，原処分で死体検案書の年

齢部分が開示されていることから，今回に限って開示することとし

た。 

  （イ）同じく，対象文書３においても，原処分で災害調査復命書の「被

災状況」欄の年令部分が開示されていることから，今回に限って開

示することとした。 

   （ウ）発生年月日については，当該被害者の個人に関する情報等であっ

て，本来は法１号，２号イ，６号柱書き及びイに該当するものであ
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るが，対象文書１及び対象文書２においては文書内で開示されてい

る情報から発生年月日が類推され，対象文書３においては発生年月

日時が原処分で開示されていることから，今回に限って開示するこ

ととした。 

（４）審査請求人の主張に対する反論について 

   審査請求人は，審査請求の理由として，審査請求書の中で，「個人の

氏名，住所が不開示であれば，その他の部分については，開示しても特

定の個人を識別することはできないので，法５条１号の情報には該当し

ない。」，「事業場の名称，所在地が不開示であれば，事業場を特定する

ことはできないので，その他の部分については，開示しても当該法人等

の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれはない。従って，

その他の部分は法５条２号イの情報には該当しない。」，「本件文書は，

労働基準監督官等が労働災害に関する調査を行った際の復命書であるが，

これは労働安全衛生法９１条１項に規定する労働基準監督官の権限に基

づいて実施されたものであり，調査に応じない場合は同法１２０条４号

により罰則が定められているものである。したがって，法５条６号柱書

きの「当該事務又は事業の性質上，当該事務又は事業の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれ」は法制度上存在せず，法５条６号柱書きに該当する

とした処分庁の主張は理由がないものである。」及び「処分庁は不開示

の理由として「労働基準監督機関の法令違反等の基準が明らかになり」

としているが，「法令違反等の基準」とは，何を意味しているか不明で

ある。法令違反になるか否かは，法令の条文及び公開されている解釈例

規に基づいて判断されるべきものであり，これら以外に何らかの基準が

あるとすれば，罪刑法定主義の原則に反するものであり，処分庁の主張

は理由がないものである。」と主張している。 

しかしながら，法３条に基づく開示請求に対しては，開示請求対象行

政文書ごとに法５条各号に基づいて開示・不開示の判断をしているもの

であり，審査請求人の主張は当該対象行政文書の開示決定の結論に影響

を及ぼすものではない。 

（５）結論 

   以上のとおり，請求者が開示を求める部分のうち，上記（３）エに掲

げる情報については諮問に当たり新たに開示した上で，その余の部分に

ついては，法５条１号，２号イ，６号柱書き及びイに基づき，原処分を

維持して不開示とすることが妥当である。 

２ 補充理由説明書 

（１）不開示情報該当性について 

上記１の理由説明書の「（３）ウ 不開示情報該当性について」の

（ア）ないし（エ）を以下のとおり修正する。 
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   ウ 不開示情報該当性について 

 （ア）法５条１号該当性について 

     別表２に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，６ないし１

１，１３，１５，１９，２３，２４，２６ないし３１及び３３ない

し３７の不開示部分，対象文書２の１，２，５ないし１０，１２，

１４ないし１５，１７，１９，２２ないし２６及び３６の不開示部

分並びに対象文書３の１，２，５ないし１０，１４ないし１５，１

７，１９ないし３１の不開示部分には，審査請求人が開示を求めて

いない個人の氏名とともに，本件労働災害における被災者，当該事

業場の関係者等の個人に関する情報であって，特定の個人を識別す

ることができるもの又は特定の個人を識別することはできないが，

公にすることにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあるも

のが記載されており，これらの情報は，法５条１号の不開示情報に

該当し，かつ，同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しない

ため，不開示とすることが妥当である。   

（イ）法５条２号イ該当性について 

     別表２に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，４，５，８

ないし１１，１３，１５，１７ないし２５，２７ないし３１及び３

３ないし３７の不開示部分，対象文書２の１ないし５，７ないし１

０，１２，１４ないし１５，１７ないし２０，２２，２４ないし２

５，２７ないし３５及び３７の不開示部分並びに対象文書３の１な

いし５，７ないし１０，１３ないし１５，１７，１９ないし２９，

３１の不開示部分には，本件労働災害の災害発生事業場及び当該事

業場の事業を遂行するにあたっての内部情報が記載されており，こ

れらが公にされた場合，重篤な労働災害を発生させたこと，あるい

は，労働関係法令の違反があることが推認されることによって，当

該事業場に対する信用を低下させ，取引関係や人材確保の面におい

て同業他社との間で競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があることから，これらの情報は，法５条２号イに該当するため，

不開示とすることが妥当である。 

（ウ）法５条６号柱書き該当性について 

     別表２に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，４ないし３

１及び３３ないし３７の不開示部分，対象文書２の１ないし２０及

び２２ないし３７の不開示部分並びに対象文書３の１ないし３１の

不開示部分には，本件労働災害で実施した災害調査で明らかにされ

た調査事項等が記載されている。 

     災害調査の目的を達成するためには，多数の関係者から，事実関

係の説明，関係資料の提供，事故現場の保全・再現等について，理
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解と協力を得ることが必要不可欠であり，仮に，このようにして入

手した情報が公にされることになれば，このような信頼関係は失わ

れ，労働基準行政機関が労働災害発生原因の究明に必要とする情報

が十分に得られなくなるおそれがあることから，これらの情報は，

法５条６号柱書きに該当するため，不開示とすることが妥当である。    

（エ）法５条６号イ該当性について 

     別表２に記載した情報のうち，対象文書１の１，２，４ないし３

１及び３３ないし３７の不開示部分，対象文書２の１ないし２０及

び２２ないし３７の不開示部分並びに対象文書３の１ないし３１の

不開示部分には，再発防止対策に関する事項，その他調査結果に関

する事項について，それぞれ詳細に記載されている。 

     仮に，上記の不開示部分が公にされることになれば，災害調査の

具体的な調査項目等が明らかとなることに加えて，労働安全衛生法

等の具体的な違反条項とそれに対応する個別・具体的な行政措置と

の関係が明らかとなり，労働基準行政機関の法令違反等に伴う措置

基準自体が推知されるおそれがある。 

     その結果，司法処分といった峻厳な措置がなされる可能性がある

法違反についてはその事実を隠蔽し，逆に，是正勧告書の交付に留

まる法違反についてはその改善が懈怠されるおそれ及び，労働基準

行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若

しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそ

れがあることから，これらの情報は，法５条６号イに該当するため，

不開示とすることが妥当である。 

（２）新たに開示する部分について 

   上記１の理由説明書の「（３）エ 新たに開示する部分について」を

以下のとおり修正する。 

エ 新たに開示する部分について 

    別表２に記載した情報のうち，対象文書１の２（「６ 安全衛生責任

者職氏名」を除く。），３，５のうち１文字目ないし４文字目，６

（「発生年月日時」欄のうち「日」及び「曜日」の部分。），７のうち

「職種」，８（「発生状況，原因等の概況」欄の１行目１文字目ないし

１０文字目，１２文字目，１５文字目ないし１９文字目，３３文字目，

３９文字目ないし４３文字目及び２行目７文字目ないし１１文字目並

びに６行目４７文字目，５０文字目及び７行目１文字目及び４文字

目），１０（７頁２１行目１文字目，２文字目及び１６文字目ないし

１８文字目並びに８頁１行目２７文字目ないし２９文字目），１１

（１０頁１８行目ないし２２行目及び２５ないし２７行目及び１１頁

１ないし１２行目），１３のうち「殿」の部分，１５のうち「殿」の
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部分，２６（死亡診断書の「傷害が発生したとき」のうち「日」の数

字部分及び「手段及び状況」欄），２７（「⑩負傷又は発病月日」及び

労働基準監督署名），２８のうち「⑦傷病年月日」，３２の各項目を新

たに開示する。 

また対象文書２の２（「４ 作業指揮者職氏名」を除く。），４のうち

１文字目ないし３文字目，５（「発生年月日時」欄のうち「日」及び

「曜日」の部分），７（「発生状況，原因等の概況」欄の１行目１文

字目ないし１１文字目，１５文字目，１８文字目ないし２２文字目，

２６文字目ないし３９文字目及び２行目４文字目ないし６文字目，

１５文字目ないし３０文字目，４５文字目ないし４８文字目及び３

行目１文字目，２文字目，４文字目ないし６文字目及び７行目２５

文字目ないし２７文字目，２９文字目，３１文字目，３２文字目，

３４文字目ないし３６文字目，４０文字目及び４３文字目），９の災

害発生状況の詳細のうち６頁２２行目２７文字目ないし３０文字目，

１０のうち１０頁１７行目ないし１８行目，２１行目ないし２７行

目及び１１頁１行目ないし１３行目，１５のうち「殿」の部分，２

１（「発生日時」欄のうち「日」の数字部分及び「被災地の場所」欄

のうち「横浜市」の部分及び「災害発生状況及び原因」欄のうち１

行目４文字目ないし９文字目），２３（「四死亡の原因」欄のうち項

目名「発病（発症）又は受傷から死亡までの期間」の印影以外の部

分及び「六外因死の追加事項」欄のうち傷害発生日時の「日」の数

字部分並びに「傷害が発生したところの種別」欄の「横浜市」の部

分），３５のうち「委託名」欄の５文字目ないし２３文字目の各項目

を新たに開示する。 

さらに対象文書３の２（「６ 安全衛生責任者職氏名」を除く。），４

の１文字目ないし３文字目，５（「発生年月日時」欄のうち「日」及

び「曜日」の部分），７（１行目１３文字目，１４文字目及び２３文

字目ないし２５文字目），９（６頁２１行目ないし２２行目及び２４

行目１６文字目ないし１８文字目並びに７頁１５行目４文字目ない

し６文字目及び３５文字目ないし３７文字目並びに１７行目８文字

目及び９文字目），１０（１１頁８行目１７文字目及び１８文字目，

２７行目５文字目ないし７文字目，１７頁２３行目ないし２６行目

並びに１８頁３～１９行目），１２（１行目及び３行目及び７行目な

いし９行目），１５のうち「殿」の部分，１７のうち「殿」の部分，

２４（死亡届の「死亡したとき」欄のうち「日」の部分及び死体検

案書の「傷害が発生したとき」欄のうち「日」の部分），３２ないし

３４の各項目を新たに開示する。 

（３）別表について 
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   理由説明書別表１を別表２のとおり修正する。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり調査審議を行った。 

   ①平成２７年１月１４日     諮問の受理 

   ②同日             諮問庁から理由説明書を収受 

   ③同月２７日          審議 

   ④同年３月２日         審査請求人から意見書を収受 

   ⑤同年４月１３日        諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑥同年５月８日         審査請求人から意見書２を収受 

   ⑦平成２８年５月１０日     委員の交代に伴う所要の手続及び本

件対象文書の見分及び審議 

⑧同月２６日          審議 

⑨同年６月９日         審議 

第５ 審査会の判断の理由  

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，「神奈川労働局管内の各労働基準監督署で実施した熱

中症（疑いのあるものも含む。）に係る災害調査復命書のうち，平成２５

年度に神奈川労働局に報告されたもの。」であり，具体的には，別表２の

１欄に掲げる文書１ないし文書３の文書である。 

処分庁は，本件対象文書のうち，その一部を法５条１号，２号イ及びロ

並びに６号柱書き及びイに該当するとして，不開示とする原処分を行った。 

諮問庁は，諮問に当たり，原処分において法５条１号，２号イ並びに６

号柱書き及びイに該当するとして不開示とした情報のうち，その一部を新

たに開示するとしているが，その余の部分については，同条１号，２号イ

並びに６号柱書き及びイに該当するとしてなお不開示とすべきとしている。 

審査請求人は，審査請求書及び意見書の記載内容から，本件対象文書の

不開示部分のうち，上記の第２の２（１）ア及びイに掲げる部分を除く部

分の開示を求めていると解されることから，本件対象文書を見分した結果

を踏まえ，当該部分のうち，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分

の不開示情報該当性について，以下，検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）文書１の不開示部分について 

   ア 災害調査復命書本体の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１（「代表者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，審査請求人が開示を求めていない「事業場名」及 

び「所在地」の各欄の記載とともに，災害発生事業場の特定につな

がる情報であり，これが公になると，今後，当該事業場の事業の内
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容が明らかになることなどによって，当該事業場に対する信用を低

下させ，取引関係や人材確保の面等において同業他社との間で競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当すると認められ，

同条１号並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

（イ）別表２の２欄に掲げる２（「安全管理体制」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，安全衛生責任者職氏名が記載されているところ，こ

れは，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものであり，同号ただし書イに

該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該部分は，個人識別部分に該当することから，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

（ウ）別表２の２欄に掲げる４（「労働者数」欄）の不開示部分につい   

て 

当該部分は，災害発生事業場に係る情報ではあるが，これを公に

しても当該事業場を特定することができる情報であるとは認められ

ないことから，当該事業場の権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれ，労働基準行政機関が労働災害発生原因の究明に必

要とする情報が十分に得られなくなるおそれ，労働基準行政事務に

関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当

な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあると

は認められない。 

したがって，当該部分は，法５条２号イ並びに６号柱書き及びイ

のいずれにも該当せず，開示すべきである。 

（エ）別表２の２欄に掲げる５（「災害発生地」欄）の不開示部分につ

いて 

当該部分は，災害発生事業場の特定に係る情報又は災害関係者の

申述及び提供資料に基づき調査担当官が記載した情報であると認め

られる。 

当該部分のうち，１文字目ないし３文字目は，諮問庁が諮問に当

たり開示するとしている情報からおのずと明らかとなる情報である

と認められることから，これを公にしても，当該事業場の権利，競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれ，労働基準行政機関が
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労働災害発生原因の究明に必要とする情報が十分に得られなくなる

おそれ，労働基準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見

を困難にするおそれがあるとは認められない。このため，法５条２

号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示すべきで

ある。 

しかしながら，その余の部分については，これを公にすると，今

後同様の災害調査において災害の原因究明に必要な具体的な情報が

十分に得られなくなり，災害調査という行政事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められることから，法５条６号柱書き

に該当し，同条２号イ及び６号イについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

   （オ）別表２の２欄に掲げる６（「発生年月日」欄）の不開示部分につ

いて 

      当該部分は，災害関係者の申述及び提供資料に基づき調査担当官

が記載した情報であると認められ，災害が発生した時刻の一部

（「分」の部分）である。 

      当該部分は，氏名等の記載はなく，特定の個人を識別することは

できず，また，原処分において，災害発生時刻の「時」の部分が既

に開示されていることから，当該部分を公にしても個人の権利利益

を害するおそれがあるとは認められず，さらに，同様の理由により，

労働基準行政機関が労働災害発生原因の究明に必要とする情報が十

分に得られなくなるおそれ，労働基準行政事務に関し，正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，

若しくはその発見を困難にするおそれがあるとも認められない。 

      したがって，当該部分は，法５条１号並びに６号柱書き及びイの

いずれにも該当せず，開示すべきである。 

   （カ）別表２の２欄に掲げる７（「被災状況」欄）の不開示部分につい

て 

      当該部分は，本件災害の被災者について，審査請求人が開示を求

めていない氏名とともに，「年齢」，「経験年数」，「勤続年数」及び

「出稼・一般の別」の各欄の記載内容の一部又は全部が不開示とさ

れている。 

これらの情報は，一体として当該被災者に係る法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができる情報であると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報 

は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること
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が予定されている情報であると認められないことから，同号ただし

書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認

められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

審査請求人が開示を求めていない「氏名」及び「年齢」は個人識別

部分に該当することから部分開示の余地はなく，その余の部分は，

これを公にすると，災害発生事業場の関係者その他本件労働災害に

関する情報を知る者には被災者が特定される可能性があり，当該被

災者の権利利益を害するおそれがあると認められることから部分開

示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とするこ

とが妥当である。 

   （キ）別表２の２欄に掲げる８（「発生状況・原因等の概況」欄）の不

開示部分について 

      当該部分は，災害調査の調査結果として得られた本件災害の原因

等の概要が記載されており，災害発生日時等に係る一部の情報が不

開示とされている。 

そこで検討するに，不開示とされた部分は，一体として本件災害

の被災者に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができる情報であると認められ

る。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報 

は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報であると認められないことから，同号ただし

書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認

められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該部分の情報を公にすると，災害発生事業場の関係者その他本件

労働災害に関する情報を知る者には被災者が特定される可能性があ

り，当該被災者の権利利益を害するおそれがあると認められること

から部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

   （ク）別表２の２欄に掲げる９（「面接者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，本件災害調査において面接を受けた者の職氏名等が
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記載されている。当該部分の情報は，面接を受けた者に係る法５条

１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を

識別することができる情報であると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報 

は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報であると認められないことから，同号ただし

書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認

められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該部分は，個人識別部分に該当することから，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

   （ケ）別表２の２欄に掲げる１０（「災害発生状況の詳細」欄）の不開

示部分について 

      当該部分は，災害発生状況の詳細な内容が記載されており，災害

関係者の申述及び提供資料により，調査担当官が記載した情報であ

ると認められ，これを公にすると，今後同様の災害調査において災

害の原因究明に必要な具体的な情報が十分に得られなくなり，災害

調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認

められる。 

したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当すると認めら

れ，同条１号，２号イ及び６号イについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

   （コ）別表２の２欄に掲げる１１（「災害発生の原因，再発防止のため

に講ずべき対策等の詳細」欄）の不開示部分について 

      当該部分は，災害関係者の申述及び提供資料に基づき，調査担当

官が災害の原因，対策等を記載したものであると認められる。 

      当該部分のうち，本件の災害である熱中症は，労働の現場のみな

らず，広く国民の間においても発症が多く認められ，その症状や対

策についても報道等により広く周知されているところ，１０頁２３

行目及び２４行目の記載内容は，その内容と共通する部分が多く認

められる。また，１０頁２行目及び１１頁１３行目の記載は項番及

び見出しである。そうすると，これらの部分には個人に関する情報

は記載されておらず，また，これを公にしても災害発生事業場の権

利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ，災害調査とい

う行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ，労働安全行政にお

ける検査事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれがある
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とは認められない。 

      したがって，当該部分のうち，１０頁２行目，２３行目及び２４

行目並びに１１頁１３行目は，法５条１号，２号イ並びに６号柱書

き及びイに該当せず，開示すべきである。 

しかしながら，その余の部分は，上記（エ）後段と同様の理由に

より，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ

及び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当

である。 

   （サ）別表２の２欄に掲げる１２（「違反条項」，「署長判決および意見」

及び「調査官の意見および参考事項」の各欄）の不開示部分につい

て 

      当該部分は，災害発生事業場における労働関係法令の違反条項並

びに調査官意見及び署長判決が記載されている。 

     ａ 「署長判決および意見」欄並びに「調査官意見および参考事項」

欄の３行目５文字目ないし１７文字目及び５行目３文字目ない

し６行目末尾の記載内容について 

「調査官意見および参考事項」欄の３行目５文字目ないし１７

文字目及び５行目３文字目ないし６行目末尾は，原処分で開示

されている情報からおのずと明らかとなる情報であり，また，

「署長判決および意見」欄には，災害調査で明らかにされた調

査事項や再発防止対策に関する事項及び調査結果に関する事項

の記載は認められない。 

       そうすると，これを公にしても，労働基準行政機関が労働災害

発生原因の究明に必要とする情報が十分に得られなくなるおそ

れ，労働基準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその

発見を困難にするおそれ等があるとは認められない。 

       したがって，「署長判決および意見」欄並びに「調査官意見お

よび参考事項」欄の３行目５文字目ないし１７文字目及び５行

目３文字目ないし６行目末尾は，法５条６号柱書き及びイのい

ずれにも該当せず，開示すべきである。 

ｂ 「違反条項」欄及び「調査官の意見および参考事項」欄のうち

上記ａで検討した部分以外の部分について 

「違反条項」欄及び「調査官の意見および参考事項」欄のうち，

上記ａで検討した部分以外の部分は，具体的な違反条項及び本

件災害調査結果に係る調査官の意見が詳細に記載されている。

これらは，災害関係者の申述及び提供資料に基づき，調査官が

本件災害に係る意見として記載した情報及びそれらに基づいて
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認定された違反条項であると認められる。 

したがって，「違反条項」欄及び「調査官の意見および参考事

項」欄のうち，上記ａで検討した部分以外の部分は，上記（エ）

後段と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当すると認め

られ，同号イについて判断するまでもなく，不開示とすること

が妥当である。 

   イ 是正勧告書（案）の不開示部分について 

当該文書は，本件災害に関して，所轄の労働基準監督署が災害発生

事業場に対し交付した是正勧告書の案の段階のものであると認めら

れる。 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１３（代表者職氏名）の不開示部分につい

て 

当該部分は，審査請求人が開示を求めていない事業場名及び代表

者氏名とともに，労働基準監督署が是正勧告書を交付した事業場を

特定することとなる情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記ア（ア）と同様の理由により，法

５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書き及び

イについて判断するまでもなく不開示とすることが妥当である。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる１４（「法条項等」，「違反事項」及び「是

正期日」の各欄）の不開示部分について 

     ａ 「法条項等」及び「違反事項」の各欄の記載について 

       当該部分は，災害発生事業場が労働基準監督署から指摘された

労働関係法令違反に係る違反条項及び違反事項の内容が記載さ

れていると認められる。これらの記載内容は，災害関係者の申

述及び提供資料に基づき調査担当官が記載した情報に基づくも

のであると認められ，これらを公にした場合，今後同様の災害

調査において災害の原因究明に必要な具体的な情報が十分に得

られなくなり，災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあると認められる。 

 したがって，当該部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由に

より，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同号イについ

て判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

     ｂ 「是正期日」欄の不開示部分について 

       当該部分は，労働関係法令違反の内容に応じて，労働基準監督

署が設定したものであり，一律に定まるものではないと認めら

れる。 

       このため，当該部分を公にしても，災害調査という行政事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められず，かつ，
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労働基準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそ

れ及び違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見

を困難にするおそれがあるとも認められない。 

       したがって，当該部分は，法５条６号柱書き及びイのいずれに

も該当せず，開示すべきである。 

ウ 指導票（案）の不開示部分について 

当該文書は，本件災害に関して，所轄の労働基準監督署が災害発生

事業場に対し交付した指導票（案）であると認められる。 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１５（「代表者職氏名」）の不開示部分につ

いて 

      当該部分は，上記イ（ア）で検討した情報と同様の情報であると

認められる。 

      したがって，当該部分は，上記ア（ア）と同様の理由により，法

５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書き及び

イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる１６（「指導事項」欄）の不開示部分につ

いて 

      当該部分は，災害発生事業場が労働基準監督署から改善すべき具

体的な事項・内容について指導された事項が記載されている。 

      当該部分のうち，１５頁１行目１文字目ないし２０文字目，２行

目１１文字目ないし１６頁３行目末尾，１７頁１行目１文字目ない

し２０文字目，２行目１２文字目ないし３行目４文字目，３行目１

５文字目ないし３３文字目及び４行目５文字目ないし１８頁４行目

末尾の記載は，原処分において既に開示されている情報や同種の労

働災害に対する予防対策として公表されている情報と同様の内容で

あることが認められることから，これを公にしても，労働基準行政

機関が労働災害発生原因の究明に必要とする情報が十分に得られな

くなるおそれ，労働基準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難

にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはそ

の発見を困難にするおそれがあるとは認められない。 

      したがって，当該部分のうち，１５頁１行目１文字目ないし２０

文字目，２行目１１文字目ないし１６頁３行目末尾，１７頁１行目

１文字目ないし２０文字目，２行目１２文字目ないし３行目４文字

目，３行目１５文字目ないし３３文字目及び４行目５文字目ないし

１８頁４行目末尾の記載は，法５条６号柱書き及びイのいずれにも

該当せず，開示すべきである。 

     しかしながら，当該部分のその余の部分は，災害発生事業場の特

定に係る情報又は災害関係者の申述及び提供資料に基づき調査担当
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官が記載した情報であると認められる。 

     したがって，当該部分のその余の部分は，上記ア（エ）後段と同

様の理由により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同号イ

について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

  エ 添付書類（「災害発生事業場の地図，図面及び写真」）の不開示部分

について 

  （ア）別表２の２欄に掲げる１７（災害発生現場の地図等）の不開示部

分について 

    ａ 当該部分のうち，１９頁及び２０頁は，災害発生現場を示す地

図であり，災害発生事業場の関係者その他本件労働災害に関する

情報を知る者には，当該事業場が特定される可能性があると認め

られる。 

      したがって，当該部分のうち，１９頁及び２０頁の地図は，上

記ア（ア）と同様の理由により，法５条２号イに該当すると認め

られ，同条６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開

示とすることが妥当である。 

    ｂ 当該部分のうち，２１頁は災害発生現場に係る見取り図であり，

災害発生事業場の特定につながる情報は記載されておらず，これ

を公にしても，当該事業場の権利，競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれは認められない。 

      また，今後同様の災害調査において事故の原因究明に必要とな

る具体的な情報が十分に得られなくなり，行政事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとも認められない。 

したがって，当該部分のうち，２１頁の見取り図は，法５条２

号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示すべ

きである。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる１８（災害発生現場の写真及びその記事の

内容）の不開示部分について 

      当該部分は，本件災害に係る関係者の協力を得て，災害発生現場

を撮影した写真及び当該写真の記事を記載したものと認められる。 

したがって，当該部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由により，

法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条２号イ及び６号イに

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   オ 事業場提出資料の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１９ないし２５（事業場内部文書）の不開

示部分について 

      これらの文書は，災害発生事業場から提供された事業場内部文書

であると認められる。 
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      したがって，当該部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由により，

法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる２６（死亡届及び死亡診断書）の不開示部

分について 

     ａ 死亡届について 

     （ａ）当該部分のうち，項番（１）ないし（１０）には，審査請求

人が開示を求めていない本件災害の被災者の氏名とともに，生

年月日，死亡日時，住所及び本籍等が記載されており，一体と

して被災者本人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関

する情報であって特定の個人を識別することができる情報であ

り，同号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当

する事情も認めらない。 

        次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討する

と，氏名，生年月日，住所及び本籍は個人識別部分であること

から部分開示の余地はない。 

その余の部分のうち，死亡日時及び死亡場所は機微な情報で

あることから，また，死亡したときの世帯の主な仕事は，本件

災害の被災者の関係者等一定の範囲の者にとっては，被災者の

特定につながる情報であると認められることから，いずれも部

分開示できない。 

        したがって，当該部分は，上記ア（キ）と同様の理由により，

法５条１号に該当すると認められ，同条６号柱書き及びイにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

     （ｂ）当該部分のうち，上記（ａ）以外の部分は，死亡届を行った

個人の住所，本籍，氏名，生年月日，署名，電話番号及び印影

であり，上記ア（キ）と同様の理由により，法５条１号に該当

すると認められ，同条６号柱書き及びイについて判断するまで

もなく，不開示とすることが妥当である。 

     ｂ 死亡診断書（死亡検案書）について 

当該文書は，本件災害の被災者について，医師の検案に基づき，

その死亡の原因等が記載されたものであり，具体的には，被災

者に関する情報，検案を行った医師に関する情報が記載されて

いる。 

     （ａ）被災者に関する情報について 

        当該部分は，審査請求人が開示を求めていない被災者の氏名

とともに，生年月日，死亡場所等が記載されており，一体とし

て，被災者本人に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関
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する情報であって特定の個人を識別することができる情報であ

ると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，「傷害が発

生したとき」欄の不開示部分は，上記ア（オ）において開示す

べきと判断した情報と同一であり，「傷害が発生したところ」

欄のうち，県名は，諮問庁が諮問に当たり開示するとしている

こと，市名は，上記ア（エ）において開示すべきと判断したこ

とから，また，傷害が発生したところの種別欄の記載内容は，

原処分において既に開示されている情報と同一であると認めら

れることから，いずれも同号ただし書イに該当し，同様の理由

から同条６号柱書き及びイのいずれにも該当しない。 

その余の部分は，法令の規定により又は慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報であると認められない

ことから，同号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハ

に該当する事情も認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討する

と，生年月日は個人識別部分であることから，部分開示の余地

はなく，その余の部分は，死亡日時，死亡場所等であり，これ

らの情報は，機微な情報であると認められることから部分開示

できない。 

したがって，当該部分のうち，「傷害が発生したとき」欄，

「傷害が発生したところ」欄の県名及び市名並びに傷害が発生

したところの種別欄の各欄の不開示部分は，法５条１号ただし

書イに該当し，同条６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，

開示すべきであるが，その余の部分は，同条１号に該当すると

認められるので，同条６号柱書き及びイについて判断するまで

もなく，不開示とすることが妥当である。 

     （ｂ）検案を行った医師に関する情報のうち，診断年月日及び本診

断書発行年月日は，当該医師に係る情報ではあるが，当該医師

の特定につながる情報であるとは認められず，また，公にして

も当該医師の権利利益を害するおそれがあるとは認められず，

災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとは認められず，かつ，労働基準行政事務に関し，正確な

事実の把握を困難にするおそれ及び違法若しくは不当な行為を

容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあるとも認

められない。 

        したがって，診断年月日及び本診断書発行年月日は，法５条

１号並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示すべ
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きである。 

     （ｃ）検案を行った医師に関する情報のうち上記（ｂ）を除く部分

は，当該医師の氏名，職名，勤務先及び印影であり，これらは，

当該医師に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができる情報であると

認められ，同号ただし書イないしハに該当しない。 

        次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討する

と，氏名及び印影は個人識別部分であるため部分開示の余地は

なく，当該医師の勤務先は，関係者等一定の範囲の者にとって

は，当該医師の特定につながる情報であると認められることか

ら，部分開示できない。 

しかしながら，職名は，特定の個人を識別することができる

こととなる記述等の部分を除くことにより，公にしても当該医

師の権利利益が害されるおそれがないと認められ，また，公に

しても，災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとは認められず，かつ，労働基準行政事務に関し，

正確な事実の把握を困難にするおそれ及び違法若しくは不当な

行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがある

とも認められない。 

        したがって，職名は，法５条１号並びに６号柱書き及びイの

いずれにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，

同条１号に該当すると認められるので，同条６号柱書き及びイ

について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （ウ）別表２の２欄に掲げる２７（療養補償給付たる療養の給付請求書）

の不開示部分について 

      当該文書は，本件災害の被災者の療養の給付請求書であり，記載

されている情報は，一体として当該被災者に係る法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができる情報であると認められる。 

      法５条１号ただし書該当性について検討すると，⑲災害の原因及

び発生状況欄の記載内容のうち，１行目２３文字目ないし３６文字

目及び２行目１４文字目ないし４行目末尾は，既に原処分で公にさ

れている情報と同様の内容であり，また，⑰負傷又は発病の時刻欄

の不開示部分は，原処分で既に開示されている情報及び諮問庁が諮

問に当たり開示するとしている情報と同様の内容であると認められ

ることから，同号ただし書イに該当すると認められる。しかしなが

ら，その余の部分の情報は，法令の規定により又は慣行として公に

され，又は公にすることが予定されている情報であると認められな
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いことから，同号ただし書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及

びハに該当する事情も認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該被災者の生年月日及び年齢は個人識別部分であることから部分

開示の余地はなく，その余の部分は，これを公にすると，災害発生

事業場の関係者その他本件労働災害に関する情報を知る者には被災

労働者が特定される可能性があり，当該被災者の権利利益を害する

おそれがあると認められることから部分開示できない。 

さらに，上記において法５条１号ただし書イに該当すると判断し

た部分は，これを公にしても，当該事業場の権利利益を害するおそ

れがあるとは認められない。また，災害調査という行政事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められず，かつ，労働基

準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ及び違法

若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするお

それがあるとも認められない。 

したがって，当該部分のうち，⑰負傷又は発病の時刻欄の不開示

部分並びに⑲災害の原因及び発生状況欄の記載内容のうち１行目２

３文字目ないし３６文字目及び２行目１４文字目ないし４行目末尾

は，法５条１号ただし書イに該当し，同条２号イ並びに６号柱書き

及びイのいずれにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分

は，同条１号に該当すると認められるので，同条２号イ並びに６号

柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

（エ）別表２の２欄に掲げる２８（診療費請求内訳書）の不開示部分に

ついて 

   当該文書は，本件災害の被災者の診療費請求内訳書であり，記載

されている情報は，一体として当該被災者に係る法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができる情報であると認められる。 

      法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められないことから，同号ただし書イ

に該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

生年月日及び年齢は個人識別部分であることから部分開示の余地は

なく，その余の部分のうち，災害発生事業場に係る情報は，これを

公にすると，当該事業場の関係者その他本件労働災害に関する情報
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を知る者には被災者が特定されるおそれがあり，また，当該事業場

に係る情報以外の部分の情報は，当該被災者の傷病の状況や治療の

内容等に係る機微な情報であると認められることから，部分開示で

きない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

   （オ）別表２の２欄に掲げる２９（労働者名簿）ないし３１（賃金台帳）

の不開示部分について 

      当該文書は，災害発生事業場から提供された事業場内部文書であ

ると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由により，

法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （カ）別表２の２欄に掲げる３３ないし３５（被災者個人情報）の不開

示部分について 

      当該文書は，健康診断個人票等の本件災害の被災者の個人情報が

記載されていると認められ，それぞれの文書において，一体として，

当該被災者に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報

であって，特定の個人を識別することができる情報であると認めら

れる。 

      法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められないことから，同号ただし書イ

に該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

      次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

これらの文書において，審査請求人が開示を求めていない氏名や当

該被災者の生年月日等の個人識別部分を除いた部分の情報は，当該

被災者の健康診断の結果等，通常，人に知られることを忌避する機

微な情報であると認められ，これを公にすると当該被災者の権利利

益が害されるおそれがあると認められる。 

      したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条２号イ並び

に６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とするこ

とが妥当である。 

   （キ）別表２の２欄に掲げる３６（時間外労働・休日労働に関する文書）

の不開示部分について 

      当該文書は，災害発生事業場の時間外労働・休日労働に関する文
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書であり，当該事業場から提供された事業場内部文書であると認め

られる。 

当該部分のうち，「労働者数」欄の記載は，個人に関する情報は

記載されていないことに加え，上記ア（ウ）において開示すべきと

判断した情報と同様の内容であると認められることから，これを公

にしても災害発生事業場の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれ，災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれ，労働安全行政における検査事務に関し，正確な事実の把

握を困難にするおそれがあるとは認められない。 

しかしながら，その余の部分については，これを公にすると，今

後同様の災害調査において災害の原因究明に必要な具体的な情報が

十分に得られなくなり，災害調査という行政事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分のうち，「労働者数」欄は法５条１号，２

号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示すべきで

あるが，その余の部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由により，

同条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及び６号

イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （ク）別表２の２欄に掲げる３７（事業場内部文書）の不開示部分につ

いて 

当該文書は，災害発生事業場から提供された事業場内部文書であ

ると認められる。 

したがって，当該部分は，上記ア（エ）後段と同様の理由により，

法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

 （２）文書２の不開示部分について 

   ア 災害調査復命書本体の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１（「代表者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて 

      当該部分は，上記（１）ア（ア）で検討した情報と同様の情報で

あると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる２（「安全管理体制」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，作業指揮者職氏名が記載されているところ，これは，
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法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の

個人を識別することができるものであり，同号ただし書イに該当せ

ず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該部分は，個人識別部分に該当することから，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（イ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （ウ）別表２の２欄に掲げる３（「労働者数」欄）の不開示部分につい

て 

当該部分は，上記（１）ア（ウ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ウ）と同様の理由によ

り，法５条２号イ並びに６号柱書き及びイに該当せず，開示すべき

である。 

   （エ）別表２の２欄に掲げる４（「災害発生地」欄）の不開示部分につ

いて 

当該部分は，上記（１）ア（エ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。また，当該部分には，諮問庁が諮問に当

たり開示するとしている情報からおのずと明らかとなる部分は認め

られない。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由

により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条２号イ及び

６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当であ

る。 

   （オ）別表２の２欄に掲げる５（「発生年月日時」欄）の不開示部分に

ついて 

      当該部分は，上記（１）ア（オ）において検討した情報と同様の

情報であると認められることから，特定の個人を識別することがで

きる情報であるとは認められず，また，これを公にしても個人の権

利利益を害するおそれ，労働基準行政機関が労働災害発生原因の究

明に必要とする情報が十分に得られなくおそれ，労働基準行政事務

に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不

当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがある

とは認められず，同様の理由により，災害発生事業場の特定につな

がるとも認められない。 

      したがって，当該部分は，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き



 

 29 

及びイのいずれにも該当せず，開示すべきである。 

   （カ）別表２の２欄に掲げる６（「被災状況」欄）の不開示部分につい

て 

      当該部分は上記（１）ア（カ）において検討した情報と同様の情

報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（カ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条６号柱書き及びイにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （キ）別表２の２欄に掲げる７（「発生状況・原因等の概況」欄）の不

開示部分について 

      当該部分は，災害調査の調査結果として得られた本件災害の原因

等の概要が記載されており，災害発生日時等に係る一部の情報が不

開示とされている。 

そこで検討するに，不開示とされた部分は，一体として本件災害

の被災者に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができる情報であると認められ

る。 

      法５条１号ただし書該当性について検討すると，５行目の不開示

部分は，上記（オ）において開示すべきと判断した情報と同一であ

ることから，同号ただし書イに該当すると認められ，同様の理由か

ら，同条２号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当しない。 

しかしながら，その余の部分の情報は，同号ただし書イないしハ

に該当する事情は認められない。 

      次に，５行目の不開示部分以外の部分について，法６条２項に基

づく部分開示の可否について検討すると，これを公にすると，災害

発生事業場の関係者その他本件労働災害に関する情報を知る者には

被災者が特定される可能性があり，当該被災者の権利利益を害する

おそれがあると認められることから部分開示できない。 

したがって，当該部分のうち，５行目の不開示部分は，法５条１

号ただし書イに該当し，同条２号イ並びに６号柱書き及びイのいず

れにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，上記（１）

ア（キ）と同様の理由により，法５条１号に該当すると認められ，

同条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，

不開示とすることが妥当である。 

   （ク）別表２の２欄に掲げる８（「面接者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて 

      当該部分は，上記（１）ア（ク）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 
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したがって，当該部分は，上記（１）ア（ク）と同様の理由に

より，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号

柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが

妥当である。 

   （ケ）別表２の２欄に掲げる９（「災害発生状況の詳細」欄）の不開示

部分について 

      当該部分は，上記（１）ア（ケ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（１）ア（ケ）と同様の理由によ

り，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及

び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （コ）別表２の２欄に掲げる１０（「災害発生の原因，防止のために講

ずべき対策等の詳細」欄）の不開示部分について 

      当該部分は，上記（１）ア（コ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

当該部分のうち，９頁２０行目，１０頁１９行目及び２０行目並

びに１１頁１４行目には，個人に関する情報は記載されておらず，

また，これを公にしても災害発生事業場の権利，競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれ，災害調査という行政事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれ，労働安全行政における検査事務に関し，

正確な事実の把握を困難にするおそれがあるとは認められない。 

したがって，当該部分のうち，９頁２０行目，１０頁１９行目及

び２０行目並びに１１頁１４行目は，法５条１号，２号イ並びに６

号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示すべきであるが，その

余の部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由により，同号柱

書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及び６号イについて

判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   （サ）別表２の２欄に掲げる１１（「違反条項」，「措置」,「署長判決及

び意見」及び「調査官の意見及び参考事項」の各欄）の不開示部分

について 

      当該部分の情報は，上記（１）ア（サ）において検討した情報と

同様の情報であると認められる。 

     ａ 「措置」欄，「署長判決及び意見」欄及び「調査官の意見及び

参考事項」欄の３行目２２文字目ないし５行目末尾について 

当該部分のうち，「措置」欄及び「調査官の意見及び参考事項」

欄の３行目２２文字目ないし５行目末尾は，原処分で開示され

ている情報からおのずと明らかとなる情報であり，また，「署長
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判決及び意見」欄には災害調査で明らかにされた調査事項や再

発防止対策に関する事項及び調査結果に関する事項の記載は認

められない。 

したがって，「措置」欄，「署長判決及び意見」欄及び「調査官

の意見及び参考事項」欄の３行目２２文字目ないし５行目末尾

は，上記（１）ア（サ）ａと同様の理由により，法５条６号柱

書き及びイに該当せず，開示すべきである。 

     ｂ 「違反条項」欄及び「調査官の意見及び参考事項」欄のうち上

記ａで検討した部分以外の部分について 

       「違反条項」欄及び「調査官の意見及び参考事項」欄のうち上

記ａで検討した部分以外の部分は，上記（１）ア（サ）ｂで検

討した部分と同様に，具体的な違反条項及び本件災害調査に係

る調査官の意見が詳細に記載されている。 

       したがって，「違反条項」欄及び「調査官の意見及び参考事項」

欄のうち，上記ａで検討した部分以外の部分は，上記（１）ア

（エ）後段と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当する

と認められ，同号イについて判断するまでもなく，不開示とす

ることが妥当である。 

イ 是正勧告書（控）の不開示部分について 

（ア）別表２の２欄に掲げる１２（代表者職氏名）の不開示部分につい

て 

   当該部分は，上記（１）イ（ア）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当し，同条１号並びに６号柱書き及びイにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（イ）別表２の２欄に掲げる１３（「法条項等」，「違反事項」及び「是

正期日」の各欄）の不開示部分について 

   当該部分は，上記（１）イ（イ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

   したがって，当該部分のうち，法条項等及び違反事項の各欄の記

載は上記（１）ア（エ）後段と同様の理由により，法５条６号柱書

きに該当すると認められ，同号イについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当であるが，その余の是正期日欄の記載は，上

記（１）イ（イ）ｂと同様の理由により，同号柱書き及びイのいず

れにも該当せず，開示すべきである。 

（ウ）別表２の２欄に掲げる１４（「受領者職氏名」欄及び印影）の不

開示部分について 
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   当該部分は，当該是正勧告書を受領した災害発生事業場の職員の

職氏名及び印影であると認められる。 

   当該部分は，当該職員に係る法５条１号本文前段に規定する個人

に関する情報であって，特定の個人を識別することができる情報で

あると認められる。 

   法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報 

は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報であるとは認められないことから，同号ただ

し書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も

認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

当該部分は，個人識別部分に該当することから，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（キ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   ウ 指導票（控）の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１５（代表者職氏名）の不開示部分につい     

     て 

      当該部分は，上記（１）ウ（ア）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる１６（「指導事項」欄）の不開示部分につ

いて 

      当該部分は，上記（１）ウ（イ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

     当該部分のうち，１行目２６文字目ないし２９文字目の記載は，

審査請求人が開示を求めていない情報であるが，その余の記載は，

原処分において既に開示されている情報や同種の労働災害に対する

予防対策として公表されている情報と同様の内容であることが認め

られることから，これを公にしても，労働基準行政機関が労働災害

発生原因の究明に必要とする情報が十分に得られなくなるおそれ，

労働基準行政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難に

するおそれがあるとは認められない。 
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したがって，当該部分のうち１行目２６文字目ないし２９文字目

以外の部分は，法５条６号柱書き及びイに該当せず，開示すべきで

ある。 

（ウ）別表２の２欄に掲げる１７（「受領者職氏名」欄）の不開示部分

について 

   当該部分は，当該指導票を受領した災害発生事業場の職員の職氏

名及び印影であり，上記イ（ウ）において検討した情報と同一であ

ると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（キ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

エ 添付書類（「災害発生事業場の地図，図面及び写真」）の不開示部

分について 

  （ア）別表２の２欄に掲げる１８（災害発生現場の地図）の不開示部分

について 

当該部分は，災害発生現場を示す地図であり，上記（１）エ 

（ア）のａにおいて検討した情報と同様の情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条６号柱書き及びイに

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（イ）別表２の２欄に掲げる１９（災害発生現場の写真及びその記事

の内容）の不開示部分について 

当該部分は，本件災害に係る関係者の協力を得て撮影した写真及

び当該写真の記事を記載したものと認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由

により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号

イ及び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

   オ 労働者死傷病報告の不開示部分について 

     当該文書は，災害発生事業場が所轄の労働基準監督署に提出した労

働者死傷病報告であると認められる。 

（ア）別表２の２欄に掲げる２０（「労働保険番号」欄）の不開示部分

について 

当該部分は，労働保険番号が記載されており，これは，災害発生

事業場の特定につながる情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条６号柱書き及びイに
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ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。  

   （イ）別表２の２欄に掲げる２２の不開示部分について       

     ａ 被災者に係る情報（被災者の氏名，生年月日，年齢，経験期間，

死亡日時及び被災地の場所の各欄）の不開示部分について 

当該部分は，本件災害の被災者に係る法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別すること

ができるものであると認められ，同号ただし書イないしハに該

当する事情は認めらない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

生年月日及び年齢は，個人識別部分に該当することから部分開

示の余地はなく，その余の部分の経験期間，死亡日時及び被災

地の場所は，当該被災者の関係者等一定の範囲の者にとっては，

被災者の特定につながる情報であると認められることから，い

ずれも部分開示できない。   

したがって，当該部分は，上記（１）ア（キ）と同様の理由に

より，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６

号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とするこ

とが妥当である。 

     ｂ 災害発生事業場に係る情報（事業場の名称，所在地，労働者数，

報告書作成者職氏名及び事業者職氏名の各欄）の不開示部分に

ついて 

       当該部分は，災害発生事業場に係る情報である。このうち，事

業場の名称及び所在地の各欄の情報は，審査請求人は開示を求

めていないことから，その余の部分について検討すると，報告

書作成者職氏名及び事業者職氏名の各欄の情報は，当該事業場

の特定につながる情報であると認められる。 

しかしながら，労働者数欄の情報は，上記ア（ウ）において開

示すべきと判断した情報と同様の情報であると認められる。 

したがって，当該部分のうち，労働者数欄の記載は，上記（１）

ア(ウ)と同様の理由により，法５条２号イ並びに６号柱書き及

びイのいずれにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部

分については上記（１）ア（ア)と同様の理由により，法５条２

号イに該当すると認められ，同条６号柱書き及びイについて判

断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

     ｃ 上記ａ及びｂで検討した部分以外の不開示部分について 

       当該部分は，発生日時，被災地の場所及び災害発生状況及び原

因の各欄である。 

       当該部分のうち，発生日時欄並びに災害発生状況及び原因欄の
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５行目の不開示部分は，上記ア（オ）において開示すべきと判

断した情報と同様の情報であると認められる。 

しかしながら，その余の部分は，災害発生の場所の特定につな

がる情報であり，本件労働災害に関する情報を知る者には，災

害発生事業場が特定される可能性があると認められる。 

       したがって，当該部分のうち，発生日時欄並びに災害発生状況

及び原因欄の５行目の不開示部分は，上記ア（オ）と同様の理

由により，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き及びイのいず

れにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，上記

（１）ア（ア）と同様の理由により，同条２号イに該当すると

認められ，１号並びに６号柱書き及びイについて判断するまで

もなく，不開示とすることが妥当である。           

   カ 死体検案書の不開示部分について  

当該文書は，上記（１）オ（イ）のｂにおいて検討した文書と同様

の情報が記載されていると認められる。 

（ア）別表２の２欄に掲げる２３（「一氏名」欄ないし「六外因死の追

加事項」欄の原処分不開示の各項目）の不開示部分について 

当該部分は，上記（１）オ（イ）のｂ（ａ）において検討した 

情報と同様に一体として被災者個人に係る法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって特定の個人を識別することができ

る情報であると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討するに，傷害発生年月日

時分の不開示部分（分の記載のみ）は，上記ア（オ）において開示

すべきと判断した情報と同一であると認められ，また，手段及び状

況の記載は，原処分において既に開示されている情報と同様の内容

であると認められることから，いずれも同号ただし書イに該当し，

同様の理由から，同条６号柱書き及びイのいずれにも該当しない。 

その余の部分は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又

は公にすることが予定されている情報であると認められないことか

ら，同号ただし書イに該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該

当する事情も認められない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

氏名及び生年月日は個人識別部分であることから部分開示の余地は

なく，その余の部分は，死亡の箇所等の機微な情報であるため，部

分開示できない。 

したがって，当該部分のうち，傷害発生年月日時分欄の不開示部

分並びに手段及び状況欄の記載は，法５条１号ただし書イに該当し，

同様の理由により，同条６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，
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開示すべきであるが，その余の部分は，同条１号に該当すると認め

られ，同条６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示

とすることが妥当である。 

（イ）別表２の２欄に掲げる２４（死体検案日及び検案者の所属，職名，

印影並びに発行年月日）の不開示部分について 

当該部分は，上記（１）オ（イ）ｂ（ｂ）で検討した情報と同様

の情報が記載されていると認められる。 

したがって，（１）オ（イ）ｂ（ｂ）と同様の理由により，当該

部分のうち，死体検案日，発行年月日並びに職名の８文字目及び９

文字目は，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き及びイのいずれに

も該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，同条１号に該

当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判

断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   キ 別表２の２欄に掲げる２５（タイムカード）及び２６（履歴書）の

不開示部分について 

     当該文書は，本件災害の被災者のタイムカード及び履歴書である。 

記載内容は，一体として当該被災者に係る法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することがで

きる情報であると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められないことから，同号ただし書イ

に該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，氏

名は個人識別部分であることから部分開示の余地はなく，その余の

部分は，これを公にすると，災害発生事業場の関係者その他本件労

働災害に関する情報を知る者には被災者が特定される可能性があり，

当該被災者の権利利益を害するおそれがあると認められることから

部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同条

２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開

示とすることが妥当である。 

   ク 別表２の２欄に掲げる２７ないし３３及び３７（事業場提出資料）

の不開示部分について 

当該文書は，災害発生事業場から提供された事業場内部文書である

と認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由に
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より，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条２号イ及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   ケ 業務従事者選定通知書の不開示部分について 

当該文書は，災害発生事業場に対して，業務従事者として選定した

ことを通知する文書である。 

   （ア）別表２の２欄に掲げる３４（通知年月日）の不開示部分について 

当該部分は，災害発生事業場に当該通知を発出する日付である。

これを公にしても当該事業場を特定することは困難であると認めら

れ，また，災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるとは認められず，かつ，労働基準行政事務に関し，正確

な事実の把握を困難にするおそれ及び違法若しくは不当な行為を容

易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあるとも認められ

ない。 

したがって，当該部分は，法５条２号イ並びに６号柱書き及びイ

のいずれにも該当せず，開示すべきである。 

（イ）別表２の２欄に掲げる３５（委託名）の不開示部分について 

    当該部分は，委託事業名の一部であり，災害発生事業場の特定に

つながる情報であると認められる。 

    したがって，当該部分は，法５条２号イに該当すると認められ，

同条６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

（ウ）別表２の２欄に掲げる３６（現場責任者，現場副責任者及び収集

運搬作業員の氏名，生年月日及び運転免許（取得年月日）の各欄）

の不開示部分について 

当該部分は，現場責任者等の各人について一体として，法５条１

号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識

別することができる情報であると認められる。 

法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められないことから，同号ただし書イ

に該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，

氏名及び生年月日は個人識別部分であることから部分開示の余地は

なく，その余の運転免許（取得年月日）欄の記載も本件災害関係者

等一定の者には，当該現場責任者等が誰であるか特定できることと

なるため，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同
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条６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とするこ

とが妥当である。 

 （３）文書３の不開示部分について 

   ア 災害調査復命書本体の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１（「代表者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，上記（１）ア（ア）で検討した情報と同様の情報で

あると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

（イ）別表２の２欄に掲げる２（「安全管理体制」欄）の不開示部分に

ついて 

当該部分は，上記（１）ア（イ）で検討した情報と同様の情報で

あると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（イ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

（ウ）別表２の２欄に掲げる３（「労働者数」欄）の不開示部分につい

て 

当該部分は，上記（１）ア（ウ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ウ）と同様の理由によ

り，法５条２号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，

開示すべきである。 

（エ）別表２の２欄に掲げる４（「災害発生地」欄）の不開示部分につ

いて 

当該部分は，上記（１）ア（エ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。また，当該部分には，諮問庁が諮問にあ

たり開示するとしている情報からおのずと明らかとなる部分は認め

られない。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由

により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条２号イ及び

６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当であ

る。 

   （オ）別表２の２欄に掲げる５（「発生年月日時」欄）の不開示部分に
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ついて 

      当該部分は，上記（２）ア（オ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（２）ア（オ）と同様の理由によ

り，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き及びイのいずれにも該当

せず，開示すべきである。 

（カ）別表２の２欄に掲げる６（「被災状況」欄）の不開示部分につい

て 

      当該部分は上記（１）ア（カ）において検討した情報と同様の情

報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（カ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条６号柱書き及びイにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（キ）別表２の２欄に掲げる７（「発生状況，原因等の概況」欄）の不

開示部分について 

      当該部分は上記（１）ア（キ）において検討した情報と同様の情

報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（キ）と同様の理由によ

り，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

（ク）別表２の２欄に掲げる８（「面接者職氏名」欄）の不開示部分に

ついて         

   当該部分は，上記（１）ア（ク）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ク）と同様の理由に

より，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号

柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが

妥当である。 

（ケ）別表２の２欄に掲げる９（「災害発生状況の詳細」欄）の不開示

部分について 

当該部分は，上記（１）ア（ケ）において検討した情報と同様 

の情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ケ）と同様の理由によ

り，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号イ及

び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

（コ）別表２の２欄に掲げる１０（「災害発生の原因，防止のために講
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ずべき対策等の詳細」欄）の不開示部分について 

      当該部分は，上記（１）ア（コ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

当該部分のうち，８頁２行目，１７頁２７行目１文字目ないし３

７文字目及び１８頁１行目２５文字目ないし２行目末尾には，個人

に関する情報は記載されておらず，また，これを公にしても災害発

生事業場の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ，

災害調査という行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ，労働

安全行政における検査事務に関し，正確な事実の把握を困難にする

おそれがあるとは認められない。 

したがって，当該部分のうち，８頁２行目，１７頁２７行目１文

字目ないし３７文字目及び１８頁１行目２５文字目ないし２行目末

尾は，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き及びイに該当せず，開

示すべきであるが，その余の部分は，上記（１）ア（エ）後段と同

様の理由により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１

号，２号イ及び６号イについて判断するまでもなく，不開示とする

ことが妥当である。 

   （サ）別表２の２欄に掲げる１１（「違反条項」，「署長判決および意見」

及び「調査官の意見および参考事項」の各欄）の不開示部分につい

て 

      当該部分の情報は，上記（１）ア（サ）において検討した情報と

同様の情報であると認められる。 

当該部分のうち，「署長判決および意見」欄及び「調査官の意見

および参考事項」欄の１行目１文字目ないし１３文字目及び１８文

字目ないし２行目１３文字目並びに６行目１３文字目ないし７行目

末尾は，上記（１）ア（サ）と同様の理由により，法５条６号柱書

き及びイに該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，上記

（１）ア（エ）後段と同様の理由により，法５条６号柱書きに該当

すると認められ，同号イについて判断するまでもなく，不開示とす

ることが妥当である。 

イ 別表２の２欄に掲げる１２（添付資料目次）の不開示部分につい

て 

     当該部分は，添付資料の内容等が記載されていると認められる。 

     そこで検討するに，当該添付資料は，災害関係者から提供された資

料等であるが，当該部分の情報は，それら資料の題名及び枚数等に

すぎず，これを公にしても労働基準行政機関が労働災害発生原因の

究明に必要とする情報が十分に得られなくなるおそれ，労働基準行

政事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若し
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くは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれ

があるとは認められない。 

     したがって，当該部分は，法５条６号柱書き及びイのいずれにも該

当せず，開示すべきである。 

ウ 添付書類（「災害発生事業場の地図，図面及び写真」）の不開示部

分について 

  （ア）別表２の２欄に掲げる１３（災害発生現場の地図）について 

当該部分は，災害発生現場を示す地図であり，上記（１）エ 

（ア）のａにおいて検討した情報と同様の情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条６号柱書き及びイに

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（イ）別表２の２欄に掲げる１４（災害発生現場の写真及びその記事の

内容）の不開示部分について 

当該部分は，本件災害に係る関係者の協力を得て撮影した写真及

び当該写真の記事を記載したものと認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由

により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号

イ及び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

エ 是正勧告書（控）の不開示部分について 

（ア）別表２の２欄に掲げる１５（代表者職氏名）の不開示部分につい

て 

   当該部分は，上記（１）イ（ア）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

（イ）別表２の２欄に掲げる１６（「法条項等」，「違反事項」及び「是

正期日」の各欄）の不開示部分について 

   当該部分は，上記（１）イ（イ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

   したがって，当該部分のうち，「法条項等」及び「違反事項」の

各欄の記載は上記（１）ア（エ）後段と同様の理由により，法５条

６号柱書きに該当すると認められ，同号イについて判断するまでも

なく，不開示とすることが妥当であるが，その余の「是正期日」欄

の記載は，上記（１）イ（イ）ｂと同様の理由により，同号柱書き
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及びイのいずれにも該当せず，開示すべきである。 

   オ 指導票の不開示部分について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１７（代表者職氏名）の不開示部分につい

て 

      当該部分は，上記（１）ウ（ア）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

      したがって，当該部分は，上記（１）ア（ア）と同様の理由によ

り，法５条２号イに該当すると認められ，同条１号並びに６号柱書

き及びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる１８（「指導事項」欄）の不開示部分につ

いて 

      当該部分は，上記（１）ウ（イ）において検討した情報と同様の

情報であると認められる。 

     したがって，当該部分のうち，４０頁の１行目１文字目ないし４

１頁４行目末尾及び４１頁５行目２６文字目ないし７行目末尾の記

載は，法５条６号柱書き及びイに該当せず，開示すべきであるが，

その余の部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由により，同

条６号柱書きに該当すると認められるので，同号イについて判断す

るまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   カ 事業場提出資料について 

   （ア）別表２の２欄に掲げる１９ないし２３（事業場内部文書）の不開

示部分について 

  当該文書は，災害発生事業場から提供された事業場内部文書で

あると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（エ）後段と同様の理由

により，法５条６号柱書きに該当すると認められ，同条１号，２号

イ及び６号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

   （イ）別表２の２欄に掲げる２４（死亡届及び死亡検案書）の不開示部

分について 

     ａ 死亡届について 

       当該文書は，上記（１）オ（イ）ａにおいて検討した文書と同

様の文書であると認められる。 

したがって，当該部分は，上記（１）ア（キ）と同様の理由に

より，法５条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６

号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不開示とするこ

とが妥当である。 
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     ｂ 死体検案書について 

       当該文書は，上記（１）オ（イ）のｂにおいて検討した文書と

同様の文書であると認められる。 

     （ａ）被災者に関する情報について 

当該部分は，上記（１）オ（イ）ｂ（ａ）において検討した

情報と同様の情報であると認められる。当該部分のうち，傷害

が発生したところの種別欄の記載は，原処分において既に開示

されており，また，傷害が発生したところ欄の県名及び市名は

諮問庁が諮問に当たり開示するとしている。 

したがって，上記（１）オ（イ）ｂ（ａ）と同様の理由によ

り，当該部分のうち，傷害が発生したところの種別欄及び傷害

が発生したところ欄の県名及び市名は，法５条１号ただし書イ

に該当し，同条６号柱書き及びイのいずれにも該当せず，開示

すべきであるが，その余の部分は，同条１号に該当すると認め

られ，同条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するま

でもなく，不開示とすることが妥当である。 

（ｂ）検案を行った医師に関する情報について 

   当該部分は，上記（１）オ（イ）ｂ（ｂ）及び（ｃ）におい

て検討した情報と同様の情報であると認められる。 

したがって，当該部分のうち，検案年月日及び本件検案書発

行年月日の記載内容は，上記（１）オ（イ）ｂ（ｂ）と同様の

理由により，法５条１号，２号イ並びに６号柱書き及びイのい

ずれにも該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，同

条１号に該当すると認められ，同条２号イ並びに６号柱書き及

びイについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   （ウ）別表２の２欄に掲げる２５ないし３１（被災者個人情報）の不開

示部分について 

      当該文書は，履歴書等の本件災害の被災者の個人情報が記載され

ていると認められ，それぞれの文書において，一体として，当該被

災者に係る法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であっ

て，特定の個人を識別することができる情報であると認められる。 

      法５条１号ただし書該当性について検討すると，これらの情報は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予

定されている情報であると認められないことから，同号ただし書イ

に該当せず，かつ，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

      次に，法６条２項に基づく部分開示の可否について検討すると，
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これらの文書において，審査請求人が開示を求めていない氏名や生

年月日等の個人識別部分を除いた部分の情報は，当該被災者の健康

診断の結果等，通常，人に知られることを忌避する機微な情報であ

ると認められ，これを公にすると当該被災者の権利利益が害される

おそれがあると認められる。 

      したがって，当該部分は，法５条１号に該当すると認められ，同

条２号イ並びに６号柱書き及びイについて判断するまでもなく，不

開示とすることが妥当である。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，２号イ

及びロ並びに６号柱書き及びイに該当するとして，不開示とした決定につ

いては，審査請求人が開示すべきとし，諮問庁が同条１号，２号イ並びに

６号柱書き及びイに該当するとしてなお不開示とすべきとしている部分の

うち，別表２の４欄に掲げる部分は同条１号，２号イ並びに６号柱書き及

びイに該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，同条１号，２号

イ及び６号柱書きに該当すると認められるので，同号イについて判断する

までもなく，不開示とすることが妥当であると判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別表２ 

１ 文書番号及び

文書名 

２ 原処分において不開示と

された部分 

３  該 当 条

文 

（法５条） 

４  ２の

うち開示

すべき部

分 

通 し

頁 

該当部分 

文

書

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害調査復命

書本体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「 代 表 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

２ 「安全衛生管理

体 制 」 欄 の ６ 

安全衛生責任者

職氏名 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

３ 「 所 定 労 働 時

間」欄 

（新たに開示す

る。） 

  

４ 「労働者数」欄 ２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

全部 

５ 「災害発生地」

欄 

（１ないし４文

字目（「神奈川

県」部分）を新

た に 開 示 す

る。） 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

１文字目

ないし３

文字目 

６ 「発生年月日」

欄のうち原処分

不開示部分 

（「 日 」 及 び

「曜日」の部分

を新たに開示す

る。） 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

全部 

７ 「被災状況」欄

（職種を新たに

開示する。） 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

なし 
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１ 

８ 

 

 

 

 

 

「発生状況，原

因等の概況」欄

のうち原処分不

開示部分 

（１行目１ない

し１０文字目，

１２文字目，１

５ないし１９文

字目，３３文字

目，３９ないし

４３文字目及び

２行目７ないし

１１文字目並び

に６行目４７文

字目，５０文字

目及び７行目１

文字目及び４文

字目を新たに開

示する。） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

９ 「 面 接 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

２ 

な い

し 

９ 

 

１０ 災害発生状況の

詳細のうち原処

分不開示部分 

（７頁２１行目

１ないし２文字

目及び１６ない

し１８文字目並

びに８頁１行目

２７ないし２９

文字目を新たに

開示する。）  

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１ ０

な い

し 

１２ 

１１ 

 

災 害 発 生 の 原

因，再発防止の

ために講ずべき

対策等の詳細の

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

１０頁２

行目，２

３行目及

び２４行
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 うち原処分不開

示部分 

（１０頁１８な

いし２２行目，

２５ないし２７

行目及び１１頁

１ないし１２行

目を新たに開示

する。）  

目並びに

１１頁１

３行目 

１３ 

 

 

 

 

１２ 

 

 

「 違 反 条 項 」，

「署長判決およ

び意見」並びに

「調査官の意見

お よ び 参 考 事

項」欄 

６号柱書き及

びイ 

 

 

「署長判

決および

意見」及

び「調査

官の意見

および参

考事項」

欄の３行

目５文字

目ないし

１７文字

目及び５

行目３文

字目ない

し６行目

末尾 

是 正 勧 告 書

（案） 

 

１４ 

 

 

１３ 代 表 者 職 氏 名

（「 殿 」 を 開

示） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１４ 「 法 条 項 等 」，

「違反事項」及

び「是正期日」

欄 

６号柱書き及

びイ 

「是正期

日」欄 

指導票（案） 

 

 

１ ５

な い

し 

１８ 

 

１５ 代 表 者 職 氏 名

（「 殿 」 を 開

示） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１６ 「指導事項」欄 ６号柱書き及

びイ 

１５頁１

行目１文
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字目ない

し２０文

字目，２

行目１１

文字目な

いし１６

頁３行目

末尾，１

７頁１行

目１文字

目ないし

２０文字

目，２行

目１２文

字目ない

し３行目

４ 文 字

目，３行

目１５文

字目ない

し３３文

字目及び

４行目５

文字目な

いし１８

頁４行目

末尾 

添付書類（災

害発生事業場

の地図，図面

及び写真） 

 

１ ９

な い

し 

２１ 

１７ 災害発生現場の

地図等 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

２１頁 

２ ２

な い

し 

３０ 

１８ 災害発生現場の

写真及びその記

事の内容 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 
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事業場提出資

料 

３１ １９ 事業場内部文書 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

３ ２

な い

し 

３３ 

２０ 

 

 

 

事業場内部文書 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

３ ４

な い

し 

５５ 

２１ 

 

 

 

事業場内部文書 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５６ 

 

 

２２ 

 

 

事業場内部文書 ２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５７ 

 

 

２３ 

 

 

事業場内部文書 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

６ ０

な い

し 

６２ 

２４ 

 

 

 

事業場内部文書 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

６ ３

な い

し 

７１ 

２５ 

 

 

 

事業場内部文書 ２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

７２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死亡届及び死亡

診断書のうち原

処分不開示の各

項目 

（死亡診断書の

「傷害が発生し

たとき」のうち

「日」の数字部

分及び「手段及

び状況」欄を新

た に 開 示 す

る。）  

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

死亡診断

書の傷害

が発生し

た と き

欄，傷害

が発生し

たところ

欄の県名

及 び 市

名，傷害

が発生し

たところ
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の 種 別

欄，診断

年月日，

本診断書

発行年月

日 及 び

（検案を

行った医

師の）職

名 

７３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療養補償給付た

る療養の給付申

請書のうち原処

分不開示の各項

目 

（「⑩負傷又は

発病月日」及び

労働基準監督署

名を新たに開示

する。） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

⑰負傷又

は発病の

時刻欄の

不開示部

分及び⑲

災害の原

因及び発

生状況欄

の１行目

２３文字

目ないし

３６文字

目及び２

行目１４

文字目な

いし４行

目末尾 

７４ 

 

 

 

 

 

２８ 

 

 

 

 

 

診療費請求内訳

書のうち原処分

不開示の各項目 

（「⑦傷病年月

日」を新たに開

示する。）  

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

 

 

７ ５

な い

し 

７６ 

２９ 

 

 

 

労働者名簿のう

ち原処分不開示

の各項目 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 
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７７ 

 

 

３０ 

 

 

事業場内部文書 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

７８ 

 

 

３１ 

 

 

賃金台帳のうち

原処分不開示の

各項目 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

７ ９

な い

し 

８０ 

 

３２ 

 

 

 

 

気象庁の天気デ

ータ 

（原処分不開示

部分を新たに開

示する。） 

  

８ １

な い

し 

８４ 

３３ 

 

 

 

被災者個人情報 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

８ ５

な い

し 

９０ 

３４ 

 

 

 

被災者個人情報 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

９ １

な い

し 

９４ 

３５ 

 

 

 

被災者個人情報 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

なし 

９ ５

な い

し 

９７ 

 

３６ 

 

 

 

 

時間外労働・休

日労働に関する

各文書のうち原

処分不開示の各

項目 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

労働者数

欄 

９ ８

な い

し １

０５ 

３７ 

 

 

 

事業場内部文書 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

文

書

２ 

災害調査復命

書本体  

  

 

 

 

１ 「 代 表 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 
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１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

安全衛生管理体

制欄の４  作業

指揮者職氏名 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

３ 「労働者数」欄 ２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

全部 

４ 

 

「災害発生地」 

（１ないし３文

字 目 （「 横 浜

市」部分）を新

た に 開 示 す

る。） 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５ 

 

「 発 生 年 月 日

時」欄のうち原

処分不開示部分 

（「 日 」 及 び

「曜日」の部分

を新たに開示す

る。）  

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

全部 

６ 「被災状況」欄

（「 被 災 者 氏

名」，「年令」，

「 経 験 年 数 」，

「勤続年数」及

び「出稼・一般

の別」の項目） 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

なし 

７ 

 

「発生状況，原

因等の概況」欄

のうち原処分不

開示部分 

（１行目１ない

し１１文字目 ,

１５文字目 ,１

８ないし２２文

字目 ,２６ない

し３９文字目及

び２行目４ない

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

５行目の

不開示部

分 
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し６文字目 ,１

５ないし３０文

字目 ,４５ない

し４８文字目及

び３行目１ない

し２文字目 ,４

ないし６文字目

及び７行目２５

ないし２７文字

目,２９文字目,

３１ないし３２

文字目 ,３４な

い し ３ ６ 文 字

目 ,４０文字目

及び４３文字目

を新たに開示す

る。） 

８ 「 面 接 者 職 氏

名」欄 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

なし 

 

 

 

２ 

な い

し 

７ 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生状況の

詳細のうち原処

分不開示部分 

（６頁２２行目

２７ないし３０

文 字 目 （「（ 横

浜）」）を新たに

開示する。） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

 

 

 

 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

な い

し 

１２ 

 

１０ 災 害 発 生 の 原

因，防止のため

に講ずべき対策

等の詳細のうち

原処分不開示部

分 

（１０頁１７な

いし１８ ,２１

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

 

 

 

 

９頁２０

行目，１

０頁１９

行目及び

２０行目

並びに１

１頁１４

行目 
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 ないし２７行目

及び１１頁１な

い し １ ３ 行 目

（「１０  同種

災害の再発防止

対策」）を新た

に開示する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 

 

 

 

 

１１ 

 

 

 

「 違 反 条 項 」，

「措置」，「署長

判決及び意見」

並びに「調査官

の意見及び参考

事項」欄 

６号柱書き及

びイ 

 

 

「措置」

欄，「署長

判決及び

意見」欄

及び「調

査官の意

見及び参

考事項」

欄の３行

目２２文

字目ない

し５行目

末尾 

是 正 勧 告 書

（控）  

  

 

 

 

 

 

 

１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 

 

 

「 代 表 者 職 氏

名」欄  

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１３ 

 

 

「 法 条 項 等 」，

「違反事項」及

び「是正期日」

欄 

６号柱書き及

びイ 

 

是正期日

欄 

 

１４ 

 

 

「 受 領 者 職 氏

名」欄及び印影 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

 

 

指導票（控） 

 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

 

 

１５ 代 表 者 職 氏 名

（「 殿 」 を 開

示） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１６ 「指導事項」欄 

 

６号柱書き及

びイ 

１行目２

６文字目

ないし２

９文字目
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以外の記

載 

１７ 「 受 領 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

添付書類（災

害発生事業場

の地図，図面

及 び 写 真 ）

  

１ ６

な い

し 

２４ 

１８ 災害発生現場の

地図 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

 

なし 

２ ５

な い

し 

４５ 

１９ 災害発生現場の

写真及びその記

事の部分のうち

記事の内容 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

            

 

事 

業 

場 

提 

出 

資 

料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労 働 者

死 傷 病

報告 

４６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０ 

 

 

「 労 働 保 険 番

号」欄 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

 

 

２１ 「発生日時」欄

のうち「日」の

数字部分，「被

災地の場所」欄

の う ち 「 横 浜

市 」 の 部 分 ，

「災害発生状況

及び原因」欄の

うち１行目４な

いし９文字目 

（新たに開示す

る。） 

  

２２ 上記欄を除く原

処分不開示部分

   

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

労働者数

欄，発生

日時欄及

び災害発

生状況及

び原因欄

の５行目

の不開示

部分 
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事

業

場

提

出

資

料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死 体 検

案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「一氏名」欄な

いし「六外因死

の追加事項」欄

のうち原処分不

開示の各項目 

（「四死亡の原

因」欄のうち項

目名「発病（発

症）又は受傷か

ら死亡までの期

間」の印影以外

の部分，「六外

因 死 の 追 加 事

項」欄のうち傷

害 発 生 日 時 の

「日」の数字部

分，「傷害が発

生したところの

種別」欄の「横

浜市」の部分を

新 た に 開 示 す

る。） 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傷害発生

年月日時

分欄の不

開示部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４ 死体検案日及び

検案者の所属，

職名，印影並び

に発行年月日 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

死体検案

日，発行

年月日並

びに職名

の８文字

目及び９

文字目 

タ イ ム

カード 

 

４ ８

な い

し 

５１ 

２５ 原処分不開示部

分 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

履歴書 

 

 

５ ２

な い

し 

２６ 原処分不開示部

分 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

なし 
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５３ 

事 業 場

提 出 資

料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ４

な い

し 

５５ 

２７ 

 

 

原処分不開示部

分 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５６ ２８ 原処分不開示部

分 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５７ 

 

 

２９ 

 

 

原処分不開示部

分 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

 

５８ 

 

 

３０ 

 

 

原処分不開示部

分 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５９ ３１ 

 

原処分不開示部

分 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

６０ 

 

 

３２ 自 動 車 検 査 表

（様式の枠以外

の項目） 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

６１ 

 

３３ 原処分不開示部

分 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

業 務 従

事 者 選

定 通 知

書 

 

 

 

 

 

 

 

 

６２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４ 

 

 

通知年月日 

 

 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

全部 

３５ 

 

委託名 

（「委託名」欄

の５ないし２３

文字目を新たに

開示する。） 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

３６ 

 

 

 

現場責任者，現

場副責任者及び

収集運搬作業員

の氏名，生年月

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

 

なし 
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日 ， 運 転 免 許

（取得年月日） 

 

 

 

 

事 業 場

提 出 資

料 

６３ ３７ 

 

 

原処分不開示部

分 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

 

 

文

書

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害調査復命

書本体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「 代 表 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

２ 

 

「安全衛生管理

体 制 」 欄 の ６ 

安全衛生責任者

職氏名 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

３ 「労働者数」欄 ２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

全部 

４ 「災害発生地」

欄 

（１ないし３文

字 目 （「 川 崎

市」部分）を新

た に 開 示 す

る。）  

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 

５ 「 発 生 年 月 日

時」欄のうち原

処分不開示部分 

（「 日 」 及 び

「曜日」の部分

を新たに開示す

る。）  

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

全部 

６ 

 

 

 

「被災状況」欄

（「 被 災 者 氏

名」，「年令」，

「 経 験 年 数 」，

「勤続年数」及

び「出稼・一般

の 別 」 の 項

目。） 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

なし 
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７ 「発生状況，原

因等の概況」欄

のうち原処分不

開示部分 

（１行目１３な

いし１４，２３

ないし２５文字

目を新たに開示

する。）  

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

８ 「 面 接 者 職 氏

名」欄 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 

な い

し 

７ 

 

９ 

 

災害発生状況の

詳細のうち原処

分不開示部分 

（６頁２１ない

し２２行目，２

４行目１６ない

し１８文字目並

びに７頁１５行

目４ないし６文

字目及び３５な

いし３７文字目

及び１７行目８

ないし９文字目

を新たに開示す

る。） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

８ 

な い

し 

１８ 

 

１０ 

 

災 害 発 生 の 原

因，防止のため

に講ずべき対策

等の詳細のうち

原処分不開示部

分 

（１１頁８行目

１７ないし１８

文字目及び２７

行目５ないし７

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

８頁２行

目，１７

頁２７行

目１文字

目ないし

３７文字

目及び１

８頁１行

目２５文

字目ない
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文字目並びに１

７頁２３ないし

２６行目並びに

１８頁３ないし

１９行目を新た

に開示する。） 

し２行目

末尾 

１９ １１ 「 違 反 条 項 」，

「署長判決およ

び意見」並びに

「調査官の意見

お よ び 参 考 事

項」欄 

６号柱書き及

びイ 

「署長判

決及び意

見 」 欄 ，

「調査官

の意見お

よび参考

事項」欄

の１行目

１文字目

ないし１

３文字目

及び１８

文字目な

いし２行

目１３文

字目並び

に６行目

１３文字

目ないし

７行目末

尾 

職員作成文書 

 

 

２０ １２ 添付資料目次 

（１行目，３行

目及び７ないし

９行目を新たに

開示する。） 

６号柱書き及

びイ 

全部 

添付書類（災

害発生事業場

の地図，図面

及び写真） 

２ １

な い

し 

２３ 

１３ 災害発生現場の

地図 

２号イ並びに

６号柱書き及

びイ 

なし 
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２ ４

な い

し 

３８ 

１４ 災害発生現場の

写真及びその記

事の部分のうち

記事の内容 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

是正勧告書 

 

３９ 

 

 

 

 

１５ 代 表 者 職 氏 名

（「 殿 」 を 開

示） 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１６ 「 法 条 項 等 」，

「違反事項」及

び「是正期日」

欄 

６号柱書き及

びイ 

 

「是正期

日」欄 

 

指導票 

 

 

 

 

４ ０

な い

し 

４２ 

 

１７ 代 表 者 職 氏 名

（「 殿 」 を 開

示。） 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

１８ 「指導事項」欄 

 

６号柱書き及

びイ 

４０頁１

行目１文

字目ない

し４１頁

４行目末

尾及び４

１頁５行

目２６文

字目ない

し７行目

末尾 

事業場提出資

料 

 

 

 

 

 

 

 

 

４３ 

 

 

１９ 

 

 

事業場内部資料 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

４４ ２０ 事業場内部資料 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

４ ５

な い

し 

４６ 

２１ 事業場内部資料 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 
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４ ７

な い

し 

４９ 

 

２２ 事業場内部資料 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

５０ 

 

 

２３ 事業場内部資料 １号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

５１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４ 死亡届及び死体

検案書のうち原

処分不開示の各

項目 

（死亡届の「死

亡したとき」欄

のうち「日」に

関わる部分及び

死 体 検 案 書 の

「傷害が発生し

たとき」欄のう

ち「日」に関わ

る部分を新たに

開示する。） 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傷害が発

生したと

ころの種

別欄，傷

害が発生

したとこ

ろ欄の県

名及び市

名，検案

年月日及

び本件検

案書発行

日 

５２ 

 

 

２５ 被災者個人情報 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

 

５３ 

 

 

２６ 被災者個人情報 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 
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５４ ２７ 被災者個人情報 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

５５ ２８ 被災者個人情報 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

５６ ２９ 被災者個人情報

のうち原処分不

開示の各項目 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

５７ ３０ 被災者個人情報 

 

 

１号並びに６

号柱書き及び

イ 

なし 

５ ８

な い

し 

７０ 

３１ 被災者個人情報 

 

 

１号，２号イ

並びに６号柱

書き及びイ 

なし 

７ １

な い

し 

７８ 

３２ 川崎市の大気デ

ータ 

（新たに開示す

る。） 

  

７９ ３３ 気象庁大気デー

タ 

（新たに開示す

る。） 

  

８ ９

な い

し 

９１ 

３４ 川崎市測定局詳

細 

（新たに開示す

る。） 

  

※原処分不開示部分のうち，個人の氏名及び住所並びに事業場の名称及び所在

地については，審査請求人が開示を求めていないため，諮問の対象としない。 




